（Ａ４　タテ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（提案書作成要綱　別記様式第５号）

見積書
	年度
	必要経費
	備考

	令和６年度
	
	
	百万
	
	
	千
	
	
	円
	構築及び運営準備業務

	令和７年度
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	運営業務

	
	内人件費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	令和８年度
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	運営業務

	
	内人件費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	令和９年度
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	運営業務

	
	内人件費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	令和１０年度
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	運営業務

	
	内人件費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	令和１１年度
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	運営業務

	
	内人件費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


【記入上の注意事項】

１　令和６年度から令和１１年度までの年度毎の必要経費を記入すること。

２　令和７年度以降の積算にあたっては、提案した内容で業務を行う前提で積算すること。
３　構築業務にかかる経費は令和６年度にすべて含み、分割等による後年度負担を行わないこと。

４　必要経費は消費税込みの金額で記入すること。なお、各年度の消費税は全て１０％とする。
５　令和６年度の構築及び運営準備業務にかかる必要経費及び令和７年度から令和11年度までの５年間の運営業務に係る経費については実施要綱に記載する予定価格を越えると、提案者の失格事由に該当するので注意すること。
６　「内人件費」の欄には各コールセンターに従事する職員の各年度における、①賃金（手当、賞与含む）、②社会保障費等、事業者が負担する経費を計上すること。なお、各年度の新潟県最低賃金を下回らないよう、引き上げ率を考慮した金額にすること。
７　必要経費に関する積算根拠の具体的かつ詳細な内訳を、別紙（任意の様式）により本様式に添付して提出すること。
　　※別紙に計上する項目は、人件費とそれ以外の経費が判別できるようにすること。
　　※時給換算の人件費を計上する場合、職員に支給される時給単価と社会保障費等の事業者が負担するべき経費の単価がそれぞれ判別できるようにすること。
８　別紙として「新潟市役所コールセンター」「新潟市粗大ごみ受付センター」単位での見積を作成すること。共通事項等で金額の按分が必要な場合は根拠をもって行うこと。
